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No. 今後の方針 課題 グループワークまとめ R5市の対応

1 かかりつけ医対応
力向上研修の周知

奈良県に問い合わせたところ、開催はしているも
のの、市への案内について確認ができていない。
市と県の連携に問題がある。

・オンデマンド形式での実施
・受講修了者への市独自の認定
・研修内容が認知症当事者や家族への対応（支援）にフォーカスされてい
ると良い
・認知症認定看護師（※）の資格をもつ看護師からのレクチャー
（※）認定看護師は大学に行って取得する資格。費用が数十万かかるため
取得が進んでいない。

第１回部会にてご意見を伺ったところ、歯科医師
会・薬剤師会・看護師は、きちんと周知され、多
くの方が研修を受講されているとわかった。
認知症認定看護師の資格は、費用もかかり（病院
によっては一部負担してくれる）受講期間も長
い。レクチャーについては未検討。

2 多職種連携研修会
の開催

医療介護連携をはじめ、地域包括ケアシステムの
推進のために、より一層多職種連携を進める必要
がある。

（研修内容について）
・介護、障害（身体・精神）経済的困難など総合的な支援が必要なケース
・独居や家族支援が難しいケース、地域困難事例
・グループワークや集合研修が良い。顔つなぎになる。多職種で事例検討
会。
・認知症の人の意思決定支援、意見交換会（集合研修）

精神疾患がある高齢者の退院支援
〜「65歳問題」の視点から〜
というテーマで、１月に多職種連携研修会を実施

3 ケアパスの活用促
進

認知症ケアパスについては、多くの情報が掲載さ
れていることから、のべつ幕なしに配布できるも
のではなく、当事者等への配布には、必要性や妥
当性について見極めた上で配布することが必要で
あることを踏まえ、適切な対象者により多く活用
いただく必要がある。

・他市事例を参考にする。
・HPに掲載、介護事業所メインで配布。
・ケアパスは配布窓口を限定する。
・「認知症の基礎知識」は広く配布できる。（介護事業所関連、医療機関
等）

ケアパスは、HPに掲載済。お問い合わせがあれ
ば、医療機関にも配布している、「認知症の基礎
知識」は啓発の際に、広く配布している。

4
認知症初期集中
支援チームの利用
促進

適切な支援を行うためにその必要性について市・
地域包括支援センターにおいて理解を深める必要
がある。

・必要なツールではあり、間口はあけておきたい。
・包括、居宅、事業所、医療で連携対応できることも多いが、活用のハー
ドルを下げてはどうか。（制度そのものを知らない人もいる）
・「初期」「集中」の本来の意味を伝えていくこと。今後市としてどう活
用していくかが課題。

R3年度以降は実績がない。
認知症地域支援推進員と各包括がしっかり対応し
てくれているためチームが活動する必要性は少な
いと感じている。

チーム（精神保健福祉士、保健師２人の計３人＋
認知症サポート医）が直営であることから、動く
必要が生じた場合に適切に対応できるよう、チー
ム員の質の向上を図っておく必要がある。
○　チームの活用方法等について、各地域包括支
援センターや市内事業所と統一した見解を持つた
め、研修会などを通じて周知を徹底する必要があ
る

5 認知症サポーター
養成講座の展開

認知症高齢者が住みやすいまちをつくるため、住
民の認知症に対する正しい理解が必要であり、今
後も継続して増やしていく必要がある。また、子
育て世代など、認知症サポーター養成講座受講者
数が少ない世代がある。

･「子育て世代」の分類が大切。（どこにターゲットを絞るか、狙うか）
→「小学生の親」など分かりやすく絞る。「親子でサポーター！」などの
キャッチコピー。
・高校生、大学生などボランティアとして動きやすい世代への働きかけ
・銀行への認知症サポーター養成講座の実施（窓口対応が変わる）
・奈良北高校との取組が広がれば他校への刺激になるのでは。
・若い警察官（とくに交番勤務の人）にも受講をすすめる。

小中学校４校、育友会、奈良北高校、市内郵便局
やコープなど、様々なターゲットに向けて講座を
実施。
来年度は銀行での講座も予定。

「R4年度認知症対策部会での検討事項」に対する当市の対応（まとめ）



資料４

No. 今後の方針 課題 グループワークまとめ R5市の対応

6

市民に向けた啓発
活動
（市民フォーラム
の開催）

市民に向けた啓発活動について、どのように行う
のが妥当かを改めて検討する必要がある。

・「認知症になりたくない！」と思っている人こそ、認知症に対して重傷
のイメージを持っている。→初期のイメージが持てる啓発を。
・子どもや市民向けに「こんな症状あるある」や対応のイメージを掴んで
もらうために寸劇隊を組む（パターン別に）。部会主体で発足。

「認知症予防のカギはMCI（軽度認知障がい）
の早期発見にある」と題した市民フォーラムを実
施

7 認知症カフェの拡
充

認知症になっても住み慣れた地域で自分らしく過
ごせるよう、認知症当事者やその家族が気軽に社
会参加でき、時には相談する場所として認知症カ
フェを拡充する必要がある。（現在5ヵ所）

・項目7と8はリンクしていると思う。
・「認知症カフェ」の名称はハードルが高い。「認知症になって"も"カ
フェ」
・地域の若い人も含めて周知していく。（人を助けることができる）
・専門職による認知症カフェ、サロンのリサーチをする。
・既存の認知症カフェが実施するサロン（「準認知症カフェ」）
・地域包括支援センターへの相談のハードルが高い
・自治会等への啓発

対策部会で、カフェの愛称を「カフェいこいこ」
に決定。今後とも周知をしていく。
認知症カフェは、R5年度～認知症カフェ普及展
開事業として予算計上し、拡大に努めている
（１ヵ所増）。
６月～は、本人ミーティングの定期開催も開始

8 認知症支え隊養成
講座の開催

認知症当事者が、地域等で活動を継続できるよう
支援を行う専門職以外の担い手（ボランティア）
を増やしていく必要がある。

・小中学校の児童生徒らに支え隊の同行支援等の体験をしてもらう。
・認知症サポーター養成講座の中で認知症支え隊の活動紹介をする。
・認知症カフェが赤字にならないよう支援する。

認知症サポーター養成講座で支え隊の活動紹介を
実施。また、認知症支え隊養成講座に、実際に活
動を行っている支え隊員に来てもらい、活動紹介
をしてもらった。
認知症カフェは、R5年度～認知症カフェ普及展
開事業として予算計上（再掲）


